
『時代の要請に応える国産材の安定供給体制の構築に向けて 
（共同⾏動宣⾔ 2022）』の公表について 

 
 ウッドショックによる⽊材価格の⾼騰やウクライナ情勢等による国際的貿易
環境の不透明さから、利⽤期を迎えている国内森林資源をもっと活⽤すべきで
はないかとの声も聞こえてきている。しかしながら、我が国の森林・林業の現状
を⾒れば、⼭元⽴⽊価格は相変わらず低く、森林所有者の経営意欲が薄れ、伐っ
ても植えられない伐採地が⽬⽴つようになってきている。⼀⽅で、昨年のＣＯＰ
２６での議論に⾒られるように、持続可能性の担保された伐採以外はもはや許
されない状況となっており、国産材の活⽤を増やして⾏くに当たっては、この問
題への対処が必要となっている。 

造林不実⾏が拡⼤している背景には、低すぎる⼭元⽴⽊価格の問題があると
考えられているが、⼀昨年来のウッドショックでの⽊材製品価格の⾼騰におい
ても⼭元⽴⽊価格にはほとんど製品の値上がりが反映しなかったという実態が
ある。 

国産材利⽤の拡⼤と持続可能な森林の取り扱いという世の中の期待に応えて
いくためには、⼭側の経営努⼒はもちろんであるが、⽊材価格形成過程の透明化
に取り組み、⼭側と需要側が相互の信頼関係の下、両者が成り⽴つ新しい関係を
築いていくことが必要となっている。 

 
こうした問題意識を持って、森林・林業・⽊材産業の関連団体は、今回、共同

⾏動宣⾔を締結し公表することとし、この共同⾏動宣⾔を契機に、持続可能な国
産材供給体制づくりのための様々な活動を展開する考えであり、政府・⾃治体・
産業界・経済界等に対して広く理解を求めるとともに、持続可能な国産材しか流
通させない・利⽤しないという社会的な機運の醸成に取組んでいく考えである。 




